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１
　
Ｉ
Ｔ
戦
略
会
議
等

（１）
Ｉ
Ｔ
戦
略
会
議
の
設
置

平
成
十
二
年
七
月
七
日
、
森
内
閣
は

世
界
規
模
で
生
じ
て
い
る
情
報
通
信
技

術
（
Ｉ
Ｔ
）
に
よ
る
産
業
・
社
会
構
造

の
変
革
（
い
わ
ゆ
る
「
Ｉ
Ｔ
革
命
」）
に

取
り
組
み
、
Ｉ
Ｔ
革
命
の
恩
恵
を
す
べ

て
の
国
民
が
享
受
で
き
、
か
つ
国
際
的

に
競
争
力
あ
る
「
Ｉ
Ｔ
立
国
」
の
形
成

を
目
指
し
た
施
策
を
総
合
的
に
推
進
す

る
た
め
、「
情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）

戦
略
本
部
」
を
設
置
し
ま
し
た
。
併
せ

て
、
本
部
の
下
に
民
間
の
有
識
者
で
構

成
さ
れ
る
「
Ｉ
Ｔ
戦
略
会
議
」
を
設
け
、

戦
略
的
か
つ
重
点
的
に
取
り
組
む
べ
き

課
題
の
検
討
を
行
い
、
同
年
十
一
月
末

に
世
界
最
先
端
の
Ｉ
Ｔ
国
家
を
目
指
し

た
基
本
戦
略
（
Ｉ
Ｔ
基
本
戦
略
）
を
取

り
ま
と
め
ま
し
た
。

（２）
Ｉ
Ｔ
戦
略
会
議
の
経
緯

本
会
議
は
、
七
月
十
八
日
か
ら
十
一

月
二
十
七
日
ま
で
の
約
四
か
月
間
に
六

回
の
会
議
を
開
催
し
ま
し
た
。
議
論
を

行
っ
た
主
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
以
下

の
と
お
り
で
す
。

・
戦
略
的
か
つ
重
点
的
に
取
り
組
む
べ

き
検
討
課
題

・「
Ｉ
Ｔ
国
家
戦
略
の
基
本
的
考
え
」

（
五
年
以
内
に
ア
メ
リ
カ
を
超
え
る
超

高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
大
国
と
な
る
こ

と
を
目
標
と
す
る
）

・
書
面
規
制
や
対
面
規
制
、
事
務
所
の

必
置
等
の
電
子
商
取
引
に
関
す
る
阻

害
要
因
に
つ
い
て
の
総
点
検

・「
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社

会
形
成
基
本
法
案（
Ｉ
Ｔ
基
本
法
案
）」

・
世
界
最
高
水
準
の
電
子
政
府
の
実
現

を
目
指
す
た
め
の
取
組
　

・
電
子
商
取
引
の
特
質
に
対
応
し
た
ル

ー
ル
整
備
の
在
り
方
及
び
サ
イ
バ
ー

空
間
に
特
有
の
問
題
で
あ
る
個
人
情

報
の
保
護
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保

と
い
っ
た
消
費
者
の
信
頼
を
確
立
す

る
た
め
の
制
度
基
盤

・
超
高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網
の
整
備

及
び
競
争
の
促
進

・
Ｉ
Ｔ
基
本
戦
略
の
策
定

な
お
、
こ
の
Ｉ
Ｔ
戦
略
会
議
は
、
後

述
す
る
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

世
界
最
先
端
の
Ｉ
Ｔ
国
家
を
目
指
し
て

Ｉ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）
革
命
は
、
我
が
国
の
産
業
・
社
会
構
造
に
も
変
革
を
迫
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
変
革
を
好
機
と
と
ら

え
、
Ｉ
Ｔ
革
命
の
恩
恵
を
す
べ
て
の
国
民
が
享
受
で
き
る
「
Ｉ
Ｔ
立
国
」
の
形
成
が
、
緊
急
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

の
よ
う
な
状
況
の
中
、
本
年
一
月
に
Ｉ
Ｔ
基
本
法
に
基
づ
き
新
た
に
設
置
さ
れ
た
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
推
進

戦
略
本
部
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｔ
国
家
戦
略
と
し
て
の
「
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
」
が
決
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、「
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
」
の
具
体
的
内
容
や
今
後
の
取
組
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

「
ｅ
┃

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
」
の
概
要
と
今
後
の
取
組

〈

施

策

の

紹

介

〉
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社
会
推
進
戦
略
本
部
が
設
置
さ
れ
る
こ

と
に
伴
い
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
に

廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

（３）
Ｉ
Ｔ
基
本
法
の
成
立
等

ま
た
、
こ
の
間
、
第
百
五
十
回
臨
時

国
会
（
九
月
二
十
一
日
〜
十
二
月
一
日
）

に
お
い
て
、「
書
面
交
付
等
に
関
す
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
の
た
め
の
関

係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」
及
び

「
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会

形
成
基
本
法
（
以
下
「
Ｉ
Ｔ
基
本
法
」）」

が
成
立
し
ま
し
た
。
な
お
、
平
成
十
三

年
の
通
常
国
会
で
は
、
電
子
商
取
引
の

特
質
に
応
じ
た
ル
ー
ル
や
個
人
情
報
保

護
な
ど
情
報
化
社
会
の
基
本
ル
ー
ル
を

整
備
す
る
た
め
に
必
要
な
法
律
案
を
提

出
す
る
予
定
で
す
。

２
「
ｅ
┃

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
」

の
決
定

Ｉ
Ｔ
基
本
法
に
基
づ
き
、
Ｉ
Ｔ
社
会

の
形
成
に
関
す
る
施
策
を
迅
速
か
つ
重

点
的
に
推
進
す
る
た
め
、
内
閣
に
高
度

情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
推
進
戦

略
本
部
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
本
部
の

組
織
な
ど
に
つ
い
て
は
後
述
し
ま
す

が
、
平
成
十
三
年
一
月
二
十
二
日
に
第

一
回
会
合
が
開
催
さ
れ
、
こ
の
場
で
Ｉ

Ｔ
基
本
戦
略
に
基
づ
き
、
Ｉ
Ｔ
国
家
戦

略
と
し
て
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
が
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

３
　
ｅ
┃

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略

の
基
本
理
念

（１）
Ｉ
Ｔ
革
命
の
歴
史
的
意
義

﹇
図
１
﹈

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
や
通
信
技
術
の
急
速

な
発
展
と
と
も
に
、
世
界
規
模
で
進
行

す
る
Ｉ
Ｔ
革
命
は
、
十
八
世
紀
に
英
国

で
始
ま
っ
た
産
業
革
命
に
匹
敵
す
る
歴

史
的
大
転
換
を
社
会
に
も
た
ら
そ
う
と

し
て
い
ま
す
。
産
業
革
命
で
は
、
蒸
気

機
関
の
発
明
を
発
端
と
す
る
動
力
技
術

の
進
歩
が
世
界
を
農
業
社
会
か
ら
工
業

社
会
に
移
行
さ
せ
、
個
人
、
企
業
、
国

家
の
社
会
経
済
活
動
の
在
り
方
を
一
変

さ
せ
ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

［図１］ＩＴ（情報通信技術）革命について�

ＩＴ革命とは�

情報通信技術の飛躍的な発展を背景�
とした、インターネットの爆発的な普及�
等による、社会経済全般にわたる変革。�

農業革命�

産業革命�

ＩＴによる変革の波 政 治 �

生 活 �

文 化 �

産 業 �

行 政 �

ＩＴ革命（第3の革命）�

我が国の新生�
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を
中
心
と
す
る
Ｉ
Ｔ
の
進
歩
は
、
情
報

流
通
の
費
用
と
時
間
を
劇
的
に
低
下
さ

せ
、
密
度
の
高
い
情
報
の
や
り
取
り
を

容
易
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
と
人
の

関
係
、
人
と
組
織
の
関
係
、
人
と
社
会

の
関
係
を
一
変
さ
せ
ま
す
。

こ
の
結
果
、
世
界
は
、
知
識
の
相
互

連
鎖
的
な
進
化
に
よ
り
、
高
度
な
付
加

価
値
が
生
み
出
さ
れ
る
知
識
創
発
型
社

会
に
急
速
に
移
行
し
て
い
く
も
の
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

（２）
各
国
の
Ｉ
Ｔ
革
命
へ
の
取
組
と

日
本
の
遅
れ

産
業
革
命
へ
の
対
応
が
そ
の
後
の
国

家
経
済
の
繁
栄
を
左
右
し
た
の
と
同
様

の
こ
と
が
、
Ｉ
Ｔ
革
命
に
お
い
て
も
い

え
ま
す
。
す
な
わ
ち
、
知
識
創
発
の
た

め
の
環
境
整
備
を
い
か
に
行
う
か
が
、

二
十
一
世
紀
に
お
け
る
各
国
の
国
際
競

争
優
位
を
決
定
づ
け
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
米
国
は
言
う
に
及
ば
ず
、
欧
州
や

ア
ジ
ア
の
国
々
が
Ｉ
Ｔ
基
盤
の
構
築
を

国
家
戦
略
と
し
て
集
中
的
に
進
め
よ
う

と
し
て
い
る
の
は
、
そ
う
し
た
将
来
展

望
に
立
っ
て
の
こ
と
で
す
﹇
表
１
﹈。

そ
れ
に
対
し
て
我
が
国
の
Ｉ
Ｔ
革
命

へ
の
取
組
は
大
き
く
後
れ
を
取
っ
て
い

ま
す
﹇
図
２
﹈。
変
化
の
速
度
が
極
め

て
速
い
中
で
、
現
在
の
遅
れ
が
将
来
取

り
返
し
の
つ
か
な
い
競
争
力
格
差
を
生

み
出
す
こ
と
を
我
々
は
認
識
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
我
が
国
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
の
遅
れ
は
、
地
域
通
信
市
場
に
お
け

る
通
信
事
業
の
事
実
上
の
独
占
に
よ
る

高
い
通
信
料
金
と
利
用
規
制
に
よ
る
と

こ
ろ
が
大
き
く
、
さ
ら
に
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
網
が
低
速
で
非
効
率
な
電
話
網
の

上
に
つ
く
ら
れ
、
従
量
制
に
な
っ
て
い

る
こ
と
が
原
因
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
い

ま
す
。

一
九
八
五
年
の
通
信
事
業
の
民
営
化

以
降
、
様
々
な
規
制
緩
和
が
行
わ
れ
て

き
ま
し
た
が
、
い
ま
だ
に
数
多
く
の
規

制
に
よ
り
、
通
信
事
業
者
間
の
公
正
か

つ
活
発
な
競
争
が
阻
害
さ
れ
て
い
ま

す
。こ

れ
に
加
え
、
書
面
主
義
、
対
面
主

義
に
よ
る
旧
来
の
法
律
な
ど
も
イ
ン
タ

情報通信インフラの重要性を�
早期に予見し、新たな具体的�
社会像を国民に提示。�
�
民間主導の原則の下に政府の�
補完的役割を明確に定義�
�
Ｎllを実現するために、大統�
領の下に民間諮問機関と省庁�
横断的な情報インフラ推進本�
部（llTF）を設立�

〈すべての欧州市民のための�
情報社会〉�
情報化が、欧州の雇用、成長、�
生産性に大きな影響を及ぼす�
との認識の下、情報社会の便�
益をすべての欧州市民が享受�
することを確保する。�
�
2000年3月に�
ｅＥＵＲＯＰＥ2002が採択�
�
欧州委員会から、各加盟国へ�
の対応要請・推奨の形をとる。�

首相主導でＩＴ社会像を描き、�

ＩＴ社会に移行する中での政�

府の役割を規定。�

官民学が一致協力して戦略を�
立案。�
金融危機から経済再生の切り�
札として、政府主導で知識主�
導社会・情報先進国化を表明。�

【インフラ整備と競争政策】�
・通信事業者の競争促進とユ�
　ニバーサルアクセスの確保�
【電子商取引】�
・個人情報保護�
・著作権保護　等�
【電子政府】�
・省庁横断的な行政情報提供�
　サイトの設立�
・電子調達の実現�
【人材育成】�
・全国学校のインターネット�
　低額接続�
【その他】�
・デジタル・デバイド対策�

【インフラ整備と競争政策】�
・地域通信網のオープン化に�
　よる競争促進　�
【電子商取引】�
・紛争解決手段（ＡＤＲ）の�
　促進�
・ドメインネーム“ｅｕ”の�
　創設�
【電子政府】�
・主要行政手続、基本公共デ�
　ータをオンライン提供�
【人材育成】�
・全国学校のインターネット�
　接続�
【その他】�
・スマートカード利用�

【インフラ整備と競争政策】�
・新規制定された競争法に基�
　づく支配的事業者の反競争�
　的行為の禁止�
【電子商取引】�
・著作権保護、個人認証�
【電子政府】�
・ネットによる申請、情報収�
　集、面会予約�
【人材育成】�
・全国学校のインターネット�
　接続�
・全教師が定期的にＩＴ講習�
　を受講�
�
�

【インフラ整備と競争政策】�
・民間事業者に認可を与え、�
　市内回線の競争を促進�
【電子商取引】�
・認証法、公共情報法、著作�
　権法の改正�
【電子政府】�
・国家基礎情報データベース�
　センターを構築し、行政ワ�
　ンストップサービスを実現�
【人材育成】�
・すべての小中高にコンピュ�
　ータ教室とＬＡＮを設置し�
　インターネット接続�
・1000万人の学生は学校でコ�
　ンピュータ実用教育を修了�
�

概要�
と�

推進体制�

重点施策�

米国�
Nll�

1993年�

欧州�
eEurope�

1999年12月�

英国�
Our Information Age�
1998年3月�

韓国�
Cyber Korea�
1999年3月�

［表1］主要国のＩＴ戦略の概要�
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ー
ネ
ッ
ト
利
用
の
妨
げ
と
な
っ
て
き
ま

し
た
。
す
な
わ
ち
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

普
及
の
遅
れ
の
主
要
因
は
、
制
度
的
な

問
題
に
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

（３）
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略

【
五
年
間
の
緊
急
か
つ
集
中
的
実
行
が
必
要
】

ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
で
は
、「
我

が
国
が
こ
れ
ま
で
の
遅
れ
を
取
り
戻
す

た
め
に
は
、
必
要
と
さ
れ
る
制
度
改
革

や
施
策
を
当
面
の
五
年
間
に
緊
急
か
つ

集
中
的
に
実
行
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
。
そ
の
た
め
に
は
、
社
会

経
済
の
構
造
改
革
の
方
向
性
と
改
革
の

道
筋
を
具
体
的
に
描
い
た
国
家
戦
略
を

構
築
し
、
そ
の
構
想
を
国
民
全
体
で
共

有
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
」
を

指
摘
し
て
い
ま
す
。

こ
の
国
家
戦
略
を
通
じ
て
、
す
べ
て

の
国
民
が
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
を
備
え
、

地
理
的
・
身
体
的
・
経
済
的
制
約
な
ど

に
と
ら
わ
れ
ず
、
自
由
か
つ
安
全
に
豊

富
な
知
識
と
情
報
を
交
流
で
き
る
よ
う

に
な
り
、「
教
育
」「
芸
術
・
文
化
」

「
医
療
・
介
護
」「
産
業
」「
環
境
」「
生
活
」

な
ど
の
様
々
な
分
野
で
、
自
由
で
規

律
あ
る
競
争
原
理
に
基
づ
く
多
様
で

効
率
的
な
経
済
構
造
に
向
け
た
改
革
が

推
進
さ
れ
る
社
会
が
、
実
現
し
得
る
も

の
と
の
期
待
が
込
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

﹇
図
３
﹈
に
描
い
た
よ
う
な
Ｉ
Ｔ
社

会
を
実
現
す
る
た
め
に
、
我
が
国
は
新

し
い
Ｉ
Ｔ
国
家
基
盤
と
し
て
、

①
超
高
速
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ
整

備
及
び
競
争
政
策

②
電
子
商
取
引
と
新
た
な
環
境
整
備

③
電
子
政
府
の
実
現

④
人
材
育
成
の
強
化

の
四
つ
の
重
点
政
策
分
野
に
集
中
的
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

我
が
国
が
Ｉ
Ｔ
革
命
を
推
進
す
る
た

め
に
は
、
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト
、
コ
ン
テ

ン
ツ
を
同
時
並
行
的
に
、
か
つ
飛
躍
的

に
発
展
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
で
は
、
市
場
競

争
原
理
に
基
づ
く
超
高
速
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー

の
普
及
を
含
む
人
材
育
成
は
、
Ｉ
Ｔ
革

命
の
推
進
に
不
可
欠
な
基
盤
と
な
る
こ

と
、
こ
う
し
た
基
盤
の
上
に
お
け
る
Ｉ

［図2］各国のインターネット人口普及率�
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企業規模にかかわらず、ITを駆�
使して、自由に世界中の顧客と�
商取引を行うことができる�

ITS（高度道路交通システム）により、目的地に最�
適な交通手段で、最短の時間で行くことができる�

地理的、身体的、経済的制約等�
にかかわらず、だれもが、必要�
とする最高水準の教育を受ける�
ことができる�

遠隔地にあっても、質の�
高い医療・介護サービス�
を受けることができる� 交通手段に依存するこ�

となくネットワークを�
通じて職場につながる�

いつでも、どこにいても�
映像を通じた質の高いコ�
ミュニケーションを図る�
ことができる�

経済活動のネットワーク�
化による、資源・エネル�
ギーの消費抑制等により、�
環境への負荷軽減を図る�

自宅や職場、公共施設で、政�
府に関する情報が即座に手に�
　入り、ワンストップサービ�
　　　スで住所・戸籍、税の�
　　　　申告・納付などの行�
　　　　政サービスを受ける�
　　　　ことができる�

あらゆる美術作品、文学作品、科�
学技術を地理的な制約なく、どこ�
にいても鑑賞、利用できる�

道路交通�
情報センター�

企業�

商工会議所�

小・中・高等学校�

美術館・科学館�
保健・福祉機関�

公共施設�

※備考：ＩＴ基本戦略をもとにイメージ化したもの�

産　業�

教　育�

芸術・科学�
医療・介護�

就　労�

生　活�

環　境�

移動・交通�

行　政�

超
高
速
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ�

他の市町村�

都道府県�

［図3］�
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Ｔ
を
活
用
し
た
取
引
や
活
動
を
活
性
化

す
る
た
め
に
は
、電
子
政
府
の
実
現
と
、

政
府
規
制
の
緩
和
や
新
し
い
ル
ー
ル
づ

く
り
を
通
じ
た
電
子
商
取
引
の
促
進
を

図
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
と
指
摘
し
て

い
ま
す
。

四
つ
の
重
点
政
策
分
野
の
選
定
は
、

こ
の
よ
う
な
理
由
に
基
づ
く
も
の
で

す
。４

　
重
点
政
策
分
野

ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
で
は
、
四
つ

の
重
点
政
策
分
野
そ
れ
ぞ
れ
に
「
基
本

的
考
え
方
」「
目
標
」「
推
進
す
べ
き
方

策
」
を
具
体
的
に
示
し
て
い
ま
す
。

（１）
超
高
速
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ

ラ
整
備
及
び
競
争
政
策

ア
　
基
本
的
考
え
方

①
い
つ
で
も
ど
こ
で
も
誰だ

れ

で
も

②
多
種
多
様
な
選
択
肢
や
サ
ー
ビ
ス

③
安
心
、
容
易
、
安
全
確
実

④
安
価
、
効
率
的

⑤
国
内
外
無
差
別
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
整

合
性

を
基
本
要
件
と
し
、
自
由
か
つ
公
正
な

競
争
の
促
進
等
の
環
境
を
政
府
が
整
備

す
る
。
世
界
と
比
較
し
て
常
に
最
高
水

準
に
あ
る
よ
う
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

イ
　
目
標

①
五
年
以
内
に
超
高
速
ア
ク
セ
ス
（
目

安
と
し
て
三
〇
〜
一
〇
〇
Ｍ
ｂ
ｐ
ｓ
）

が
可
能
な
世
界
最
高
水
準
の
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
網
の
整
備
を
促
進
し
、
必

要
と
す
る
す
べ
て
の
国
民
が
低
廉
な

料
金
で
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る

（
少
な
く
と
も
三
千
万
世
帯
が
高
速
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網
に
、
ま
た
一
千
万
世

帯
が
超
高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網
に
常

時
接
続
可
能
な
環
境
の
整
備
を
目
指

す
）。

②
一
年
以
内
に
有
線
・
無
線
の
多
様
な

ア
ク
セ
ス
網
に
よ
り
、
す
べ
て
の
国

民
が
極
め
て
安
価
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
に
常
時
接
続
す
る
こ
と
を
可
能
と

す
る
。

③
Ｉ
Ｐ
ｖ
６
を
備
え
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
網
へ
の
移
行
を
推
進
す
る
。

ウ
　
推
進
す
べ
き
方
策

①
超
高
速
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ
の

整
備
及
び
競
争
の
促
進

・
各
種
規
制
の
大
幅
な
見
直
し
、
事
前

規
制
の
事
後
チ
ェ
ッ
ク
型
行
政
へ
の

転
換

・
光
フ
ァ
イ
バ
等
の
公
正
・
公
平
な
利

用
促
進
の
た
め
の
明
確
な
ル
ー
ル
等

の
設
定

・
無
線
周
波
数
資
源
に
つ
い
て
、
公

正
・
透
明
な
割
り
当
て
の
検
討
・
実

施
②
情
報
格
差
の
是
正
、
研
究
開
発
の
支

援
・
促
進
、
国
際
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

網
の
整
備

（２）
電
子
商
取
引
ル
ー
ル
と
新
た
な

環
境
整
備

ア
　
基
本
的
考
え
方

電
子
商
取
引
は
、

①
誰
で
も
参
加
で
き
る

②
ス
ピ
ー
ド
が
速
い

③
国
境
の
な
い
市
場
が
形
成
さ
れ
る

な
ど
の
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
、
新
た
な

取
引
形
態
が
生
ま
れ
る
と
考
え
ら
れ

る
。
そ
の
た
め
に
誰
も
が
安
心
し
て
参

加
で
き
る
制
度
基
盤
と
市
場
ル
ー
ル
を

整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。

イ
　
目
標

事
業
者
間
（
Ｂ
to
Ｂ
）
及
び
事
業

者
・
消
費
者
間
（
Ｂ
to
Ｃ
）
取
引
の
市

場
規
模
は
、
二
〇
〇
三
年
に
一
九
九
八

年
の
約
十
倍
（
事
業
者
間
取
引
の
市
場

規
模
が
一
九
九
八
年
の
約
十
倍
の
七
十
兆

円
程
度
に
、
ま
た
事
業
者
・
消
費
者
間
の

取
引
が
一
九
九
八
年
の
約
五
十
倍
の
三
兆

円
程
度
）
に
な
る
と
の
予
測
が
あ
る
が
、

こ
れ
を
大
幅
に
上
回
る
こ
と
を
目
指

す
。ウ

　
推
進
す
べ
き
方
策

二
〇
〇
二
年
ま
で
に
、
電
子
商
取
引

を
阻
害
す
る
規
制
の
改
革
、
既
存
ル
ー

ル
の
解
釈
の
明
確
化
、
電
子
契
約
ル
ー

ル
や
消
費
者
保
護
等
に
関
す
る
法
制
整

備
等
、
誰
も
が
安
心
し
て
電
子
商
取
引

に
参
加
で
き
る
制
度
基
盤
と
市
場
ル
ー

ル
を
整
備
し
、
電
子
商
取
引
の
大
幅
な

普
及
を
促
進
す
る
。

（３）
電
子
政
府
の
実
現

ア
　
基
本
的
考
え
方

誰
も
が
、
国
、
地
方
公
共
団
体
が
提
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供
す
る
す
べ
て
の
サ
ー
ビ
ス
を
時
間

的
・
地
理
的
な
制
約
な
く
活
用
す
る
こ

と
を
可
能
と
し
、
快
適
・
便
利
な
国
民

生
活
や
産
業
活
動
の
活
性
化
を
実
現
す

る
た
め
に
は
、

①
業
務
改
革

②
省
庁
横
断
的
な
類
似
業
務
・
事
業
の

整
理
及
び
制
度
・
法
令
の
見
直
し
の

実
施

③
行
政
の
簡
素
化
・
効
率
化

④
国
民
・
事
業
者
の
負
担
の
軽
減

を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

イ
　
目
標

文
書
の
電
子
化
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化

及
び
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
じ
た
情

報
共
有
・
活
用
に
向
け
た
業
務
改
革
を

重
点
的
に
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
二

〇
〇
三
年
度
に
は
、
電
子
情
報
を
紙
情

報
と
同
等
に
扱
う
行
政
を
実
現
し
、
ひ

い
て
は
幅
広
い
国
民
・
事
業
者
の
Ｉ
Ｔ

化
を
促
す
。

ウ
　
推
進
す
べ
き
方
策

政
府
は
、

①
明
確
な
目
標
設
定
と
進
捗

し
ん
ち
ょ
く
状
況
に
対

す
る
評
価
・
公
表
、
柔
軟
な
改
定

②
業
務
・
制
度
の
改
革

③
民
間
へ
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
推

進
を
三
原
則
と
し
て
、
以
下
を
盛
り
込
ん

だ
実
現
計
画
を
定
め
る
。

①
行
政
（
国
・
地
方
公
共
団
体
）
内
部

の
電
子
化

②
官
民
接
点
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化

③
行
政
情
報
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公

開
、
利
用
促
進

④
地
方
公
共
団
体
の
取
組
支
援

⑤
規
制
・
制
度
の
改
革

⑥
調
達
方
式
の
見
直
し

（４）
人
材
育
成
の
強
化

ア
　
基
本
的
考
え
方

我
が
国
が
産
業
競
争
力
の
強
化
と
国

民
生
活
の
利
便
性
の
向
上
を
実
現
し
、

国
際
社
会
に
お
い
て
確
固
た
る
地
位
を

確
立
す
る
に
は
、

①
国
民
全
体
が
Ｉ
Ｔ
の
知
識
を
身
に
つ

け
、
さ
ら
に
知
的
創
造
力
・
論
理
的

思
考
力
を
高
め
る

②
国
民
の
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
に

向
け
た
指
導
を
行
え
る
人
材
を
確
保

す
る

③
Ｉ
Ｔ
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
を
開
発
す
る

技
術
者
・
研
究
者
及
び
コ
ン
テ
ン

ツ
・
ク
リ
エ
イ
タ
ー
を
育
成
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

イ
　
目
標

①
二
〇
〇
五
年
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
個

人
普
及
率
予
測
（
六
〇
％
）
を
大
幅

に
上
回
る
。
高
齢
者
、
障
害
者
等
に

配
慮
し
つ
つ
、
す
べ
て
の
国
民
の
情

報
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
を
図
る
。

②
小
中
高
等
学
校
及
び
大
学
の
Ｉ
Ｔ
教

育
体
制
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
社

会
人
全
般
に
対
す
る
情
報
生
涯
教
育

の
充
実
を
図
る
。

③
国
・
大
学
・
民
間
に
お
け
る
高
度
な

Ｉ
Ｔ
技
術
者
・
研
究
者
を
確
保
す

る
。

ウ
　
推
進
す
べ
き
方
策

①
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
環
境
の
整
備

等
に
よ
る
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上

②
Ｉ
Ｔ
を
指
導
す
る
人
材
の
育
成

③
Ｉ
Ｔ
技
術
者
・
研
究
者
の
育
成

④
コ
ン
テ
ン
ツ
・
ク
リ
エ
イ
タ
ー
の

育
成

５
　
今
後
の
取
組

（１）
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
と
Ｉ
Ｔ

基
本
法
と
の
関
係

ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
に
掲
げ
た
目

標
の
達
成
と
戦
略
の
実
行
に
つ
い
て

は
、政
府
自
ら
が
実
施
体
制
を
組
織
し
、

そ
の
組
織
に
お
い
て
重
点
的
に
取
り
組

む
べ
き
計
画
を
作
成
し
、
そ
の
実
施
に

当
た
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
Ｉ

Ｔ
基
本
法
は
、
具
体
的
な
実
施
体
制
と

し
て
「
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

社
会
推
進
戦
略
本
部
（
第
二
十
五
条
）」

の
設
置
を
定
め
、
そ
の
本
部
が
重
点
的

に
取
り
組
む
べ
き
施
策
を
掲
げ
る
「
重

点
計
画
（
第
三
十
五
条
）」
を
作
成
す
る

こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

（２）
推
進
体
制
（
高
度
情
報
通
信
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
推
進
戦
略
本

部
）

Ｉ
Ｔ
基
本
法
の
一
月
六
日
の
施
行
を

受
け
て
、
以
下
の
よ
う
な
推
進
体
制
で

進
め
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
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ア
　
本
部
長：

内
閣
総
理
大
臣

イ
　
副
本
部
長：

Ｉ
Ｔ
担
当
大
臣
、
内

閣
官
房
長
官
、
総
務
大
臣
、
経
済
産

業
大
臣

ウ
　
本
部
員：

①
そ
の
他
全
国
務
大
臣

②
総
理
が
任
命
す
る
優
れ
た
識
見
を

有
す
る
者
（
民
間
本
部
員
）

エ
　
事
務
処
理：

内
閣
官
房
に
お
い
て

処
理
し
、
命
を
受
け
て
内
閣
官
房
副

長
官
補
が
掌
理

オ
　
民
間
本
部
員
の
定
数
等：

①
十
人
以
内
﹇
表
２
﹈

②
二
年
、
再
任
可
能

③
非
常
勤

カ
　
専
門
調
査
会：

①
本
部
の
議
決
に
よ
り
設
置

②
そ
の
委
員
は
学
識
経
験
者
か
ら
総

理
が
任
命
、
非
常
勤

③
本
部
長
は
専
門
調
査
会
に
属
す
る

本
部
員
を
指
名

④
調
査
終
了
時
に
廃
止

（３）
重
点
計
画

重
点
計
画
は
、
Ｉ
Ｔ
基
本
法
に
掲
げ

る
「
す
べ
て
の
国
民
が
情
報
通
信
技
術

の
恵
沢
を
享
受
で
き
る
社
会
の
実
現
」

「
経
済
構
造
改
革
の
推
進
及
び
産
業
国

際
競
争
力
の
強
化
」「
ゆ
と
り
と
豊
か

さ
を
実
感
で
き
る
国
民
生
活
の
実
現
」

「
活
力
あ
る
地
域
社
会
の
実
現
及
び
住

民
福
祉
の
向
上
」「
国
及
び
地
方
公
共

団
体
と
民
間
と
の
役
割
分
担
」「
利
用

の
機
会
等
の
格
差
の
是
正
」
の
基
本
理

念
に
の
っ
と
り
、
ｅ
│

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦

略
に
掲
げ
る
四
つ
の
重
点
政
策
を
踏

ま
え
、
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
社
会
推
進
戦
略
本
部
が
策
定
し
ま

す
。重

点
計
画
に
定
め
る
施
策
（
政
府
が

迅
速
か
つ
重
点
的
に
講
ず
べ
き
施
策
）
の

内
容
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
原
則

と
し
て
具
体
的
な
目
標
と
達
成
期
限
を

盛
り
込
ん
で
作
成
さ
れ
ま
す
。

・
施
策
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
（
総

論
）

・
世
界
最
高
水
準
の
高
度
情
報
通
信
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
の
促
進

・
教
育
及
び
学
習
の
振
興
並
び
に
人
材

の
育
成

・
電
子
商
取
引
等
の
促
進

・
行
政
の
情
報
化
及
び
公
共
分
野
に
お

け
る
情
報
通
信
技
術
の
活
用
の
推
進

・
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
安

全
性
及
び
信
頼
性
の
確
保

・
そ
の
他
の
事
項

ま
た
、
重
点
計
画
は
、
作
成
し
た
時

点
の
内
容
及
び
目
標
の
達
成
状
況
を
適

時
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
の
適
切
な

方
法
に
よ
り
公
表
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

重
点
計
画
に
掲
げ
る
施
策
を
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
市
場
原
理
に
基
づ
き

民
間
が
最
大
限
に
活
力
を
発
揮
で
き
る

環
境
を
整
備
し
、
五
年
以
内
に
我
が
国

が
世
界
最
先
端
の
Ｉ
Ｔ
国
家
と
な
る
こ

と
を
目
指
し
ま
す
。

（
内
閣
官
房
Ｉ
Ｔ
担
当
室
）

秋草　直之　　　富士通株式会社社長

出井　伸之　　　ソニー株式会社代表取締役 会長兼ＣＥＯ

奥山　雄材　　　株式会社ディーディーアイ社長

梶原　　拓　　　岐阜県知事

岸　　　暁　　　株式会社東京三菱銀行会長

鈴木　幸一　　　株式会社インターネットイニシアティブ社長

竹中　平蔵　　　慶應義塾大学総合政策学部教授

松永　真理　　　エディター

宮津純一郎　　　日本電信電話株式会社社長

村井　　純　　　慶應義塾大学環境情報学部教授

上記のほか、
宮内　義彦　　規制改革委員会委員長は、本部会合に出席。

［表２］高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
の有識者本部員
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